
令和５年１０月３１日 

 

県内事業者各位 

  岡 山 県 知  事 伊原木 隆太 

岡山県経済団体連絡協議会 座  長 中島  基善 

（一社）岡山県商工会議所連合会 会  長 松 田  久 

岡 山 県 経 営 者 協 会 会  長 野﨑  泰彦 

（一社）岡山経済同友会 代表幹事 梶谷  俊介 

（一社）岡山経済同友会 代表幹事 中島  義雄 

岡山県中小企業団体中央会 会  長 晝田  眞三            

岡 山 県 商 工 会 連 合 会 会  長 田村  正敏    

 

「パートナーシップ構築宣言」の普及に向けた要請 

 

県内事業者の皆様におかれましては、日頃より取引先との公正・適正な取引の推進

に向け、御協力を賜り感謝申し上げます。 

さて、エネルギー・原材料価格が高騰する中、コスト上昇分を十分に価格転嫁でき

ない中小企業では、収益悪化や人手不足等への対応が限界に達し、事業の継続を断念

するケースも増えています。 

このような状況から脱却するためには、新たな付加価値の創造による「成長」と、

公正・適正な取引や賃上げを含む人への投資による「分配」の好循環の実現を図るこ

とが不可欠です。そして、企業間取引の適正化によるサプライチェーン全体の共存共

栄を目指す仕組みである「パートナーシップ構築宣言」は、サプライチェーン全体で

の成長と分配の好循環を実現するために有効な取組です。 

１１月は国が定める「下請取引適正化推進月間」であり、県及び県内経済６団体は、

事業者の皆様に「パートナーシップ構築宣言」の取組に御参加いただきますよう、次

のとおり要請を行います。 

 

＜要請内容＞ 

大企業・中小企業を問わず新たなパートナーシップを構築し、サプライチェー

ン全体の共存共栄を目指す「パートナーシップ構築宣言」の趣旨を御理解いただ

き、未登録の県内事業者は登録いただきますよう、お願いします。また、登録事

業者は、社内に宣言内容を浸透させるよう、実効性のある取組をお願いします。 

 

＜問い合わせ先＞ 

 岡山県産業労働部経営支援課 

経営・人材支援班  藤原 

 TEL：086-226-7354（直通） 

 FAX：086-224-2165 


